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笊―――はじめに

企業活動の国際化は，国内では重要視され

ていなかった，あるいは存在しなかったマー

ケティング課題を，企業活動における重要な

戦略問題として浮上させる。本稿では，国際

マーケティング論の理論枠組みを踏まえて，

マーケティング活動のフロンティアである企

業ウェブサイト2）の国際展開の動向を，事例

調査を踏まえて検討する。

わが国の国際企業のウェブサイトを見ると，

インターネットが急速に普及する中で，各

国・地域の拠点が個別に構築を進めてきたケ

ースが少なくないようである。このようにし

てできあがった国際ウェブサイトを，各企業

は今後どのようにマネジメントしていくのだ

ろうか。本稿は，この現代のマーケティン

グ・コミュニケーションの課題に一つの見通

しを与えるために，企業ウェブサイトのグロ

ーバル・サイクルという図式を提示する。そ

してそのために，理論的考察を踏まえて分析

枠組みを定め，この枠組みに基づいて探索的

に比較事例分析を行う。

笆―――企業ウェブサイトの
グローバル･マネジメント

1994年の商用化以降，インターネットの利

用は急拡大した。1997年に行われた北アメリ

カ，ヨーロッパ，アジアの大企業を対象とし

た調査によると，すでに対象企業の98％が何

らかのウェブサイトを開設していた（Hanson

（2000）訳pp.11-18, U. S. Department of Com-

merce （1998） pp.A2-4）。われわれが2007

年に行った調査は，わが国の大手企業の自社

ウェブサイトの利用傾向をとらえている。全

体的な傾向としては，企業ウェブサイトは販

売チャネルとしても利用されていたが，その

中心的な利用目的はマーケティング・コミュ

ニケーション（以下MCと略記）だった（栗
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木・水越・宮本（2009））。

インターネットの登場により､国際的なコミ

ュニケーションの障壁は低下した。ウェブサ

イトを開設すると，文字通り最初の日から，

企業は，全世界の顧客に到達することが可能

になる。しかし，ウェブサイトさえ開設すれ

ば，企業は，国境の壁を易々と越えることが

できるようになるわけではない。オンライン

上で世界中の顧客に効果的にアプローチする

ためには，顧客の言語で､その国の文化的な価

値システムに合わせた対応を行う必要がある

（Kotabe & Helsen（2007）訳p.241）。インド，

中国，日本，そしてアメリカの企業を対象と

した比較研究によれば，各企業のウェブサイ

トは，各国の文化的価値観の違いを反映した

ものとなっている（Singh, Zhao & Hu （2005））。

このように，ウェブサイトをグローバルに活

用しようとするとき，企業は相反する可能性

と必要性に直面することになる。

笳―――国際マーケティング・
コミュニケーションの枠組み

標準化と配置-調整

本稿では分析枠組みの基軸として，標準化

（Standardization），および配置-調整（Config-

uration-coordination）の 2つの概念を使用す

る。両者は，Zou & Cavusgil（2002）が国際

マーケティング戦略の基本パースペクティブ

として提示した概念である 3）。国際マーケテ

ィング戦略では，企業や産業によって適切な

マネジメントの類型は異なる。標準化と配置-

調整は，この多様な国際マーケティング戦略

の類型をとらえる枠組みの基軸となる。

Zou & Cavusgil によれば，標準化とは，規

模の経済を実現するために，たとえばユニバ

ーサル製品を開発するなど，国際的な製品，

プロモーション，チャネルそして価格政策の

統一化や同一化を進めるという戦略発想であ

る。標準化を支える主要な論理は，国際的な

「規模の経済」や「一貫したブランド・イメー

ジ」の追求である4）。

次に，配置-調整とは，比較優位を踏まえて，

たとえば各国･地域に分散していた開発拠点と

生産拠点をそれぞれ別の国に集約化するなど，

国境を越えたバリューチェーンの広がりから

生まれる効果や効率を活用しようとする戦略

発想である。標準化では，製品，プロモーシ

ョン，チャネルそして価格そのものの標準化

あるいは統一化が問題となるのに対し，配置-

調整では，製品，プロモーション，チャネル

そして価格を開発したり，設計したり，生産

したりする活動拠点の配置や，活動プロセス

の調整が問題となる。配置-調整を支える主要

な論理は，国際的な企業活動の「比較優位」

や「専門性」や「柔軟性」の追求である。

国際的な企業ウェブサイトのマネジメント

については，先述したように，その主要な利

用目的であるMCの文脈に位置づけて検討を

行うのが妥当であろう。MCの領域において

も，後述するように，多くの論者が，標準化

や配置-調整の問題があることを指摘してきた。

図－ 1には，国際MCにおける企業の選択肢

の基本類型を示す。

標準化

国際企業は，市場や組織の条件の違いに応

じて，個々に適切なMC上の選択肢を採用す

る。以下では，既存研究の要点を振り返り，

国際MCの理論枠組みを確認しておくことに
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しよう。

「標準化」は，マーケティングの国際化が

進行する中で，繰り返し論じられてきた問題

である。企業がマーケティングそしてMCの

標準化を目指す要因としては，規模の経済を

通じたコスト削減，あるいは一貫したブラン

ド・イメージの構築などを追求できることな

どが挙げられてきた。（Lev i t t（1983）,

Porter （ 1986） , Douglas ＆ 　 Wind

（1987）, Harvey （1993）, Aaker & Joachim-

sthler （1999）, Zou & Cavusgil（2002）,

Kotabe & Helsen（2007）訳 pp.235-240,

pp.526-530）。国際的に統一化されたブラン

ド・イメージは，世界中を行き来する人々を

顧客とするブランドや，世界的に成功してい

るとのイメージが販売促進につながるブラン

ドなどで特に重要となる。

マーケティングの諸活動のなかでも，特に

MCの領域では，標準化は，一貫したブラン

ド・イメージの構築を目的に進められること

が多くなる。南北アメリカ，アジア，そして

ヨーロッパの国際企業を対象とした調査によ

ると，国際広告を標準化する利点として，グ

ローバルな企業イメージの形成を挙げた企業

が42.5 ％だったのに対して，広告制作コスト

の削減を挙げた企業は 2 5 . 9 ％だった

（Laroche, Kirpalani, Pons & Zhou （2001））。

こうした標準化戦略が有効性を発揮するの

は，共通の嗜好や感性をもった市場セグメン

トが各国･地域に存在する場合，あるいはプロ

モーションの開発や制作を担う人材や代理店

などのリソースが希少な国がある場合である。

また，プロモーションの開発・制作の時間が

限られている場合，あるいは国際的な事業活

動を集権的に管理している企業などでも，

MC のテーマは標準化される傾向にある

（Duncan & Ramaprasad（1995））。

標準化を阻む壁

しかし，産業によっては，国際市場におい

て，以下のような要因を無視することができ

ない。そのため，あらゆる国際企業のMCが，

標準化に向かうわけではない（Po r t e r

（1986）, Douglas & Wind （1987）, Laroche,

Kirpalani, Pons & Zhou （2001）, Zou &

Cavusgil（2002）, Kotabe & Helsen（2007）

訳pp.240-244, pp.531-533）。国際市場では，各

国・地域によって文化の差異があったり，広

告規制などの法規制やメディア購買などの商

慣習に違いがあったり，メディアの発展度合

いが異なっていたり，ライフサイクル段階の

違い（同一の製品の市場でも，ある国では成

熟期を迎えているが､別の国では生成期にある

といった違い）があったり，自社製品の競争

地位が異なっていたりすることが少なくない。

このような場合には，標準化は，MCの効果

を損ねることになりやすい。また，現地の支

社や販売代理店が，他の国で制作されたクリ

エイティブに心理的な反発を示すこともある。
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■図――1

国際マーケティング・コミュニケーションの枠組み

標準化 統一化したプロモー 
ションを、単一の拠 
点に集中して開発・ 
制作 

現地適応化したプロ 
モーションを、 各国・ 
地域の拠点が開発・ 
制作 

統一化したプロモー 
ションを、各国・地 
域の拠点が調整しな 
がら開発・制作 

現地適応化したプロ 
モーションを、単一 
の拠点に集中して開 
発・制作 

配置-調整 
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現地で働くスタッフのモチベーションに配慮

して，一律に国際的な標準化を進めることを

控える企業もある。

各国・地域の市場間の差異による障壁が大

きい場合には，国際企業は，標準化によるコ

スト削減やブランド構築の追求を断念したり，

部分的な活動にとどめたりすることになる。

国際的なプロモーションでは，各国・地域ご

とに別個のプロモーションを制作・実行する

企業も少なくない。この標準化の対極をなす

アプローチは，「適応化（現地適応化）」と呼

ばれる。さらに，国際MCには，この 2つの

アプローチに加えて，標準化と適応化を組み

合わせた，以下のような選択肢がある（Dou-

glas ＆　Wind （1987）, Kotabe & Helsen

（2007）訳pp.536-537）。

第 1の「ガイドラインの統一化」は，フォ

ーマットやビジュアル構成などに関するガイ

ドラインを作成し，この統一的なルールの下

で，各国・地域の担当者が現地の状況に応じ

たプロモーションを制作・実行するという対

応である。ゆるやかな標準化や統一化をルー

ル策定によって進めようとするアプローチで

ある。

第 2の「広域アプローチ」は，文化や制度

や市場の成熟度などが相対的に似通っている

国や地域をまとめて，共通のプロモーション

を制作・実行するという対応である。標準化

と適応化の妥協点を，地理的な枠組みに見い

だそうとするアプローチである。

第 3の「モジュラー方式」は，プロモーシ

ョンの基本的な構成要素を共有しながら，各

国・地域の担当者が現地の状況に応じた組み

立てを行うという対応である。スミノフの

「ピュア・スリル」キャンペーンは，その巧み

な事例である（Aaker & Joachimsthler

（1999））。このキャンペーンは，ゆがんだ像が

スミノフのボトルを通して見ると，はっきり

とするという内容の広告を各国で展開するも

のだった。しかし，使用される像は，消費者

が「スリリング」と考える物事の違いによっ

て，各国ごとに異なっていた。あるいは，同

様の効果をねらった他のアプローチとしては，

ブランドの統一的なポジショニングやアイデ

ンティティのもとで，複数の広告のシリーズ

を制作し，各国・地域の担当者が現地に適し

たものを選択するという対応が挙げられる。

配置-調整

マーケティング活動の何をどの程度標準化

するかは，国際マーケティングの重要問題で

ある。だが，標準化・適応化のどのような組

み合わせを企業が選択した場合においても，

国際マーケティングにはさらに「配置-調整」

という重要問題が残されている。

「配置-調整」とは，マーケティングの諸活

動を各国・地域にどのように配置し，各活動

のプロセスをどのように調整するかという問

題である（Porter （1986）, Craig & Douglas

（2000）, Zou & Cavusgil（2002））。企業は，

各国・地域で利用可能なリソースの違い（人

材や技術の水準，代理店などのパートナー，

市場の先端性，他国・地域へ展開した場合の

COO（原産国効果）のアピール度､等）を考

慮して，さまざまな活動を最適な国・地域の

拠点に集中化したり，複数の国・地域の拠点

で分担したりした上で，それらの移転や相互

利用をはかることができる。こうした配置-調

整の利点としても，規模の経済や一貫したブ

ランド・イメージの確立を挙げることができ

企業ウェブサイトのグローバル・サイクル
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るが，より重要な利点は，比較優位を活かし

た各国・地域の拠点の専門特化が追求できる

こと，あるいは国際的な知識移転のスピード

や，不確実性に対処する柔軟性を向上できる

ことである。

プロモーションをはじめとするMCはさま

ざまな要素や活動の複合体である。したがっ

て，国際MCでは，純粋な標準化と現地適応

化の中間的な対応，すなわち国際的に統一化

されたポジショニングでありながら，コピー

については各国・地域に現地適応化したもの

を採用するといった対応が可能となることが

指摘されてきた（Huszagh, Fox & Day

（1985）, Porter （1986）, Harvey （1993））。

同様に，配置-調整についても，比較優位を踏

まえて，ポジショニングは本社が定めるが，

コピーについては各国・地域の拠点がアイデ

アを競い，優れたものを世界中で採用すると

いった対応が可能となる。そのため，国際的

に標準化されたプロモーションを展開してい

る企業であっても，開発や制作を全て単一拠

点に集約化しているとは限らない。

デュポンによるライクラのプロモーション

開発は，その興味深い事例である。このライ

クラという繊維製品は，水着やランニングパ

ンツなど，さまざまな用途で使うことができ

る。Aaker & Joachimsthler （1999）によれ

ば，デュポンは，ライクラのブランド・アイ

デンティティを伝えるグローバル･キャッチフ

レーズ（Nothing moves like Lycra）に加え

て，ライクラを使った製品分野のそれぞれに

おいても，国際的なポジショニングを統一的

に定めていた。だが，それらのポジショニン

グの作成の責任は，各製品にとって最も重要

な国のカントリー・マネジャーに委ねられて

いた。たとえば，ブラジルのカントリー・マ

ネジャーは､水着布地のポジショニングを担当

していた。ブラジルは，水着のデザインを育

てる温床のような市場だったからである。一

方フランスのカントリー・マネジャーは，フ

ァッション関連で利用されるライクラのポジ

ショニングを担当していた。すなわち，ライ

クラのMCでは，統一的な国際プロモーショ

ンが，複数拠点で分担して開発されていたの

である。

配置-調整を阻む壁

配置-調整は，グローバルに事業を展開する

国際企業ならではの競争優位をつくり出す。

国内企業は，以上のような配置-調整のうまみ

を活用できない（Craig & Douglas （2000））。

しかし同時に，以下のような条件の下では，

特定の拠点への活動の集中化や，全世界ある

いは広域での活動の調整は，マーケティング

そしてMCの効果や効率を損ねかねないこと

に注意を払う必要がある（Porter （1986）,

Laroche, Kirpalani, Pons & Zhou （2001）,

Zou & Cavusgil（2002））。

まず，MCの現地適応化を進めている企業

にとっては，各国・地域の法規制やメディア

の発展度合いが異なる場合，各国・地域の拠

点の技術的な優位性に顕著な違いが見られな

い場合，あるいは活動の集約化や調整を担当

する国・地域の拠点が全世界的なコミュニケ

ーションに関する知識や経験を欠いている場

合などには，配置-調整を進めることの合理性

は低くなる。

次に，企業がMCの国際的な統一化を進め

ている場合だが，この場合には，問題が各

国・地域の拠点の技術的な優位性に顕著な違
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いが見られないことだけであれば，生産面で

の規模の経済を追求するには，国際的な開

発・制作拠点を集中化することが望ましい。

とはいえ，この統一化のねらいが，一貫した

ブランド・イメージの形成にあり，規模の経

済によるコスト削減の見込みは小さいという

ことであれば，開発・制作拠点の集中化を進

める合理性は低下する。規模の経済性を追求

しないのであれば，各国・地域に分散した開

発・制作拠点間の調整や連携を強めることに

よってもコミュニケーションの統一化は実現

できるからである。そして，各国・地域の法

規制やメディアの発展度合いが異なる場合，

あるいは活動の集約化や調整を担当する国・

地域の拠点が全世界的なコミュニケーション

に関する知識や経験を欠いている場合には，

一貫したブランド・イメージの形成のみなら

ず，規模の経済を追求する企業にとっても，

配置-調整を進める合理性はさらに低くなる。

笘―――企業事例

課題と方法

企業ウェブサイトを国際MCに活用する上

で，日本企業は，どのように標準化と配置-調

整の問題に取り組んでいるのだろうか。以下

では，このMC上の新しい問題を，複数の事

例調査の比較分析を踏まえて検討する。

以下の事例記述は，われわれが行った聞き

取り調査に基づいている。聞き取り調査は，

2009年 9月～2010年 5月の期間に，日本企業

5社の企業ウェブサイトのグローバル･マネジ

メントを担当するマネジャーを対象に行った。

何が国際的な企業ウェブサイトの適切な構造

であるかは，産業分野や，企業の国際化水準

（国外売り上げ比率やカバーする国・地域）な

どによって異なることが予想される。そのた

め，調査対象として，複数の消費財産業にお

ける国際化水準の異なる企業を選択した。国

際的なウェブサイトの管理責任者が明確でな

い企業については，日本国内の企業ウェブサ

イトの担当マネジャーに対して調査を行った。

なお，記述されている各企業のウェブサイト

の構造やマネジメントの状況は，特に指定が

ない場合は，上記の調査期間のものである。

A社の事例

A社は，家電製品を中心に，電子部品，設

備機器，システム機器，各種サービスを製

造・販売するエレクトロニクス・メーカーで

ある。A社は事業を国際的に展開しており，

2009年度の連結売上高は7兆円を超える。同

社では多くの国代表・地域別のウェブサイト

があり，同社のサイトマップによれば，アジ

ア・オセアニア（日本を含む）に15カ国・地

域のウェブサイト，ロシア・中東・アフリカ

に3カ国・地域のウェブサイト､ヨーロッパに

29カ国・地域のウェブサイト，ラテンアメリ

カに15カ国・地域のウェブサイト，そして北

アメリカに 2カ国・地域のウェブサイトを展

開している。

A社が国際的な企業情報，MCに用いてき

たウェブサイト群は，以前から現地の販社や

代理店がドメインを所有し，企画や運営を各

地で行う場合が多かった。しかし，近い将来

に向け，これらのウェブサイト群を一元的に

マネジメントしようとする機運が高まってい

る。とはいえ，英語以外の各ローカル言語の

サイトも多く，日本の本社側で一元的に統制

することは難しいという。
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A社は，国際的な企業情報とマーケティン

グ情報のウェブサイトを，緩やかな役割分担

の下でマネジメントしようとしている。すな

わち，本社が運営するコーポレート・グロー

バル･サイトが選りすぐった企情情報を世界に

提供し，ブランド訴求を担う。そして，現地

が運営する各ローカル・サイトが販売向上に

直結するマーケティング（商品・取扱説明，

問合せ，販売店案内､等）を担う。

歴史的にA社の日本のウェブサイトは，企

業情報提供からスタートした。それに対し，

海外のウェブサイトは，商品情報提供からス

タートした。そうした中，海外のサイトは，

各販社ベースで企画や運営が行われてきた経

緯があり，商品カタログを前面に出したウェ

ブサイトが主流であった。

A社では，本社のグローバル･サイトと各国

サイトのルック&フィールの統一化を，アジ

ア地域からスタートし，順次拡大している。

改革・構築に要する予算は本社が提供し，地

域内の販社と共働でサイト構築のスタンダー

ドとなるガイドライン開発・制定を行ってき

た。このような取り組みによって，A社は，

見た目の統一感や，ウェブページの階層構造

の整合化（同種の情報が同じように探せる）

を進めている。厳密な意味では，各国のウェ

ブサイトには，このガイドラインを破ったか

らといって，罰則があるわけではないが，合

理性や先進トレンドへの追従の必要があるこ

とからを，統一化は着実に前進しているとい

う。各国のウェブサイトのルック&フィール

の統一化は，アジアについてはほぼ一巡した

が，アメリカやヨーロッパについては，まだ

これからである。アメリカやヨーロッパでは，

日本に先行してドメインの取得やウェブサイ

ト活用が進み，それぞれの地域での部分最適

が進んでしまっているという。

各販社が独自に開発・運用してきたウェブ

サイトの成果指標についても，国際的な標準

化はほとんどできていないという。何をもっ

て評価するかという基準づくりも含め，国内

向けウェブサイトについても，日々の新製品

情報更新やイベント，プロモーションが優先

され，統一的な取り組みは遅れがちという。

A社の日本サイトが，巨大化してきており，

Web2.0を含めた利用スタイルそのものが変化

してきていることも，基準の制定や評価の実

施を困難にしている。

B社の事例

B社は，楽器や音響・AV機器を製造・販

売するメーカーである。2009年度の連結売上

高は約4000億円である。海外事業に関しては，

北アメリカ，ヨーロッパ，アジア・太平洋の

各地域に幅広く展開している。その形態は，

海外子会社を設置している場合が主である。

B社のウェブサイトは，近年まで現地法人

が独自に開発・運営を行ってきた。しかしな

がら，ブランド・イメージの統一管理，コン

テンツ（製品情報等）の共通化によるコスト

ダウン，さらには，セキュリティ機能強化を

目的として，各国に共通するプラットフォー

ムの開発に取り組むことになった。上記の目

的の下，ウェブサイトの開発・運営を専門と

する部署を設置した。その構成メンバーには

企画メンバーだけでなく，システム開発とセ

キュリティのそれぞれを専門とするメンバー

も含まれている。この組織体制のもと，ウェ

ブサイトのフロントデザインから，製品・顧

客データベースやセキュリティまでを網羅す

★ 論文

● JAPAN MARKETING JOURNAL 121 70



Japan Marketing Academy

マーケティングジャーナル Vol.31 No.1（2011）http://www.j-mac.or.jp

る共通プラットフォームの開発を推進してい

る。同社のウェブサイトによると，ウェブサ

イトの構成は，英語によるグローバル・ゲー

トウェイ・サイトを頂点として，その下に各

国34カ国の現地法人によるカントリー・サイ

ト，そして現地法人がない各国については，

地域統括による 3つのリージョン・サイトを

配置するという階層構造となっている。

B社は，具体的な共通プラットフォーム開

発と導入に際して，対象とする地域を慎重に

選択してきた。速やかな導入をはかるため，

すでに地域内の各国のウェブサイトの統合化

が進められていたヨーロッパから導入が行わ

れた。共通プラットフォームの導入により，

短期間でのヨーロッパの複数の国々での各国

言語によるウェブサイトの公開が可能になっ

たという。現在B社は，アメリカ，日本へ共

通プラットフォームを導入する作業を進めて

いる。その後，アジア地域への導入が予定さ

れている。

B社のウェブサイトのルック＆フィールは，

共通プラットフォームの導入によって標準化

が可能になっている。トップページの画像は，

ブランド訴求型のものにする取り決めがなさ

れている。ブランド画像については，審査基

準がつくられ，審査基準を満たした画像がア

ーカイブされ，各国でその選択肢の中から現

地法人が選択する。審査基準を満たすもので

あれば，現地法人が作成することも可能であ

り，それらもアーカイブされ他国でも利用で

きる。また，ウェブの更新に関しては，担当

者が自由に更新するのではなく，責任者の承

認段階を設けている。それらのルールはガイ

ドラインとして文書化されている。

商品説明に関しては，製品データベースを

共通化することで，各国共通の製品情報が提

供可能となっている。また，データセンター

も日本とアメリカに統合され一元的に管理す

ることでセキュリティの強化が達成された。

共通プラットフォームの導入後，一貫した

ルック＆フィールにより，ブランド訴求が高

まり，製品データベースにより正確な商品説

明が可能になった。販売店情報，イベント告

知の提供などのほか，顧客データベースも標

準化しているために，顧客サポート，消費者

調査，メールマガジンなどを共通に活用でき

る条件を整え，各国で活用されている。

ウェブサイトの成果指標に関しては，アク

セス解析を各国間で共通化したことがあげら

れる。その結果，各国におけるアクセス状況

が把握できるようなり，各国の取り組みをア

クセス数という共通指標のもとで相互比較す

ることが可能となっている。

C社の事例

C社は，衣料をはじめ食品や家具など多品

目の商品を総合的に取り扱う製造小売企業で

ある。国際的に店舗展開を行っており，2009

年度の連結売上高は約1600億円である。同社

は多くの国別のウェブサイトをもち，同社の

サイトマップによれば，アジア（日本を含む）

に8カ国のウェブサイト，ヨーロッパに10カ

国のウェブサイト，そして北アメリカに 1カ

国のウェブサイトを開設している。加えて同

社は，2008 年にグローバル･サイトを立ち上

げ，5カ国語（英語・フランス語・スペイン

語・中国語・日本語）によるブランド理念の

説明や，英語による国際的な店舗情報，そし

て言語や国籍・性別・年齢を超えてブランド

を直感的に理解しやすい動画コンテンツの提
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供を行っている。

C社は，企業ウェブサイトを，重層的な構

造のもとでマネジメントしようとしている。

すなわち本社が運営するグローバル･サイトが

ブランド訴求を担い，そのグローバル･サイト

にぶら下がる構造で，現地法人が運営するロ

ーカル・サイトが顧客獲得に直結するマーケ

ティング（商品説明，通信販売，顧客窓口､会

員の組織化等）を担う。同社は，ウェブサイ

トのルック＆フィールの統一化を目指してい

る。そのため，本社からのデザイン・ガイド

が各国に提供されている。とはいえ，日本を

はじめ多くの現地のローカル・サイトが先に

存在していたので，実態は統一化された重層

構造というより，ひとまずグローバル･サイト

が設置されたという段階だという。

そもそも，C 社の日本のウェブサイトは，

企業概要やブランド理念の説明，財務情報，

店舗情報などの企業情報サイトからスタート

した。2000年には，通販サイトや消費者参加

型の商品開発を行うコミュニティ・サイトが

立ち上り，同時に商品情報も充実した。一方，

海外のウェブサイトは，現地法人により開発

や運営が行われてきたこともあり，現地の言

葉でのブランド理念の説明や，商品情報提供

からスタートした。理念については，以前は

各国法人が思いのままに，それぞれが思うと

ころのブランド感を提示していた。

現在では，現地法人が開発・運営している

サイトが 10カ国（うち，1現地法人は 3カ国

のサイトを開発・運営），本部が代行して開

発・運営しているサイトが 7カ国ある。宣伝

のための商品情報や，顧客窓口としての機能

は全ての海外サイトが提供している。さらに，

通販をしているサイトが 7カ国（うち，電子

モール出店が2カ国），メールマガジンなど会

員を組織化しているサイトが 5カ国ある。こ

うした各国のサイトにおけるコンテンツの違

いは，各国の現地法人の考えや担当者の個性

の違いによる影響も大きいという。なお，商

品などの画像素材は日本で製作し，各国に提

供している。

C社のウェブサイトの成果指標については，

国によって基準が異なり，国際的な統一基準

は存在しない。さらに，日本のサイトの中で

も，機能により成果指標は異なる。たとえば，

通販サイトではアクセスから購買に至るプロ

セス管理をするために多くの指標を見ている

が，企業情報サイトではアクセス数のみを見

ている。海外サイトでもアクセス数を評価す

るのが主流であるが，評価基準がない国もま

だ多いという。

D社の事例

D社は，衛生用品の複数のカテゴリーの商

品を取り扱い，世界80カ国以上の地域で国際

的に事業展開する化学製品メーカーである。

2009 年度の連結売上高は，約 3600 億円であ

る。同社はアジアを中心に国別のウェブサイ

トをもち，同社のサイトによれば，アジア

（日本を含む）に3カ国，オセアニアに1カ国

のウェブサイトを開設している。

現在，グローバル･サイトは存在せず，たと

えば日本サイトの英語版から現地サイトにリ

ンクが張られている程度で，各国のサイトが

独立・完結している構造である。海外のサイ

トは，現地顧客に適応化するため，現地法人

による運営で，その現地語で展開されている。

日本を含むアジアの企業情報サイトでは，ル

ック＆フィールを統一化するCMS（コンテン
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ツ・マネジメント・システム）が2009年から

順次導入されつつある。その結果，コンテン

ツの更新作業が容易となり，サイト制作費を

削減できただけではなく，サーバーやシステ

ムを日本に置いたことで，サイトのセキュリ

ティの向上が実現した。また，現地法人は直

接更新を行うことができるので，現地のモチ

ベーションが上がったという。今後，他の国

にも広げる予定である。

D社における各国の企業情報サイトは，現

地語でCIを訴求する役割を担う。その内容は，

コーポレート・ガバナンスの遵守のため，本

社から提供されるテンプレートにより情報が

制御され，本社によりコントロールされてい

る。企業情報サイトは，複数のブランド・サ

イトを結びつけるサイトとして機能する。ブ

ランド・サイトは，現地法人により開発・運

営が行われている。こうした各国のブラン

ド・サイトのルック＆フィールに強い統制ル

ールは存在せず，ブランド・ステートメント

に基づいていれば，現地法人の裁量で各国に

最適なものが制作できる。ただし，テレビ

CMなどのコンテンツや商品のパッケージン

グ・デザインは，本社の確認を得る必要があ

るので，大きなコミュニケーション指針のズ

レは生じないという。同社は，現地のブラン

ド・サイトを監視することは，更新の頻繁さ

を考えると困難であり，市場に対応するスピ

ードの観点からも適切ではないと考えている。

その他のサイトの機能としては，D社では，

会員情報のデータベース化が行われている。

日本では企業情報サイトで会員システムが構

築され，そのデータベースを用いてメールマ

ガジンの配信などが行われている。加えて主

要ブランドでは，同じターゲットをもつ異業

種とのコラボレーション・サイトでの会員シ

ステムをもつ。他の国でも，ブランド・サイ

トで会員データベースをもっている。あるい

は日本では，通販も一部実施されている。こ

こでは，店頭では購入しにくく，相談が必要

な商品の販売を行っている。

D社の各国のウェブサイトは，訪問者数と

顧客のロイヤルティの程度を成果の指標とし

ている。顧客ロイヤルティは，自社で開発し

たブランド・エクイティ指標に基づいて，ア

ンケートにより半期に最低 1度は測定される。

ブランド・サイト会員の顧客ロイヤルティの

数値は，非会員の顧客ロイヤルティの数値と

比較され，その効果が検証される。

E社の事例

E社は，日本国内を中心に事業を展開して

いる食品メーカーである。2009 年度で，約

3000億円の連結売上高となっており，海外子

会社は，そのうち約 150億円程度である。海

外事業については，近年徐々に力を入れ始め

ている。先行してタイで市場開拓を進めてお

り，ヨーロッパでは現地メーカーとの提携に

よる製品販売を行っている。ウェブサイトに

ついては，基本的には国内での閲覧を想定し

て構築しており，海外については，それぞれ

独自にサイト運営が行われている。これは，

E社の国際マーケティング戦略が，現地適応

を前提として実施されているためである。そ

れぞれの現地サイトは，現地語によって制作

されており，たとえば英語による統合サイト

なども現時点では必要がないという。印刷物

が各国で異なるように，ウェブサイトもまた

異なったものになる，というのがE社の考え

である。
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E社が国内でウェブサイトを利用し始めた

のは，1996年のことである。当初は研究所の

一部の活動として，栄養情報の提供を行った。

その後通販などを手がけるようになるととも

に，個別ブランドの情報提供や，E社として

のファン育成を目指したコミュニティ・サイ

トを2000年から展開するようになる。コミュ

ニティ・サイトでは，生活者調査室を中心に

して，消費者調査や CRM も実施している。

なお，通販については，当時から今日至るま

で中心的な活動ではなく，補足的な活動であ

る。

サイトの利用方法が拡大していくにつれて，

ウェブサイトの管轄部署も変化してきた。従

前は，広報IR部が予算管理と質的なアドバイ

スを行い，サイト上のルック＆フィールなど

を広告部が担当していた。しかし，広告部が

サイトマニュアルも用意するようになり，現

在では全体としてのウェブサイト管轄は広告

部が行うようになっている。

個別の製品のサイトについては，製品開発

部門が関与し，その重要度に応じて情報の量

を変えている。したがって，重要度の低い商

品や，予算の少ない商品については多くの情

報を掲載していない。これには，次々と新商

品が登場し，陳腐化していくという，食品分

野に顕著な市場特性が関係している。全ての

商品について，同じ規模の情報を提供するこ

とは困難となる。もちろん，商品名など，最

低限の情報はウェブサイトに掲載されるが，

それ以上の必要がある場合には，開発側から

の要求や予算確保が必要になる。同社の有力

製品には，個別のドメインを取得し，独自に

ウェブ展開を行っているものもある。

E社は，国内の情勢をみるかぎり，ウェブ

サイトだけで情報提供を完結させることは難

しいという。ページビューの動向などから，

E社はテレビ経由でウェブサイトに訪れるユ

ーザーも多いと判断している。そこでE社で

は，テレビCMの素材をウェブサイトでも利

用するなど，重複的なコンテンツ展開を行っ

ている。こうしたことから，海外サイトにつ

いても，現地のマーケティング・ミックスと

の関連を重視しながら構築している。

笙―――分析と結論

分析枠組み

調査対象企業 5社の事例を整理し，その位

置づけを図－ 2に示す。図－ 2は，先に図－ 1

に示した「標準化」と「配置-調整」の2軸か

ら成る枠組みに，各企業の現在の企業ウェブ

サイトの国際的なマネジメントの状況をプロ

ットしたものである。これをもとに調査対象

企業 5社の企業ウェブサイトのグローバル・

マネジメントの動向を概観することにしよう。

まず，図－ 2の構成を説明する。縦軸の

「標準化」については，グローバル･サイト

（国・地域を限定せずに，全世界に向けて統一

的な企業・ブランド・マーケティング情報の

コミュニケーションを行うウェブサイト）の

有無，およびローカル・サイト（各国・地域

向けに適応化した企業・ブランド・マーケテ

ィング情報のコミュニケーションを行うウェ

ブサイト）の国際的な統一化の程度をもとに，

標準化の水準を判断した。

企業ウェブサイトを国際的に完全に統一化

している企業（純粋な標準化を実現している

企業ウェブサイト）は，調査対象企業の中に

は存在しなかった。企業ウェブサイトの国際
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的な標準化を進める動きは，完全な統一化を

目指したものではなく，標準化と現地適応化

を組み合わせたハイブリッド形態への移行を

目指したものであった。このような意味での

「標準化」を進める動きには，現地適応化した

ローカル・サイトを，ルック＆フィールなど

可能な部分から国際的に統一化していく動き

と，企業ブランドの理念の発信など国際的に

共通のコミュニケーションを担うグローバル･

サイトを設ける動きの 2つの対応が見られた。

ローカル・サイトは非統一なまま，グローバ

ル･サイトを設ける対応，およびローカル・サ

イトの統一化は図るが，グローバル･サイトは

設けない対応については，企業ウェブサイト

の国際的な標準化を進める動きとしては中間

的な水準と判断した。5社中 3社が，グロー

バル･サイト（全世界を対象とした共通サイ

ト）＋ローカル・サイト（各国・地域を対象

とした個別サイト）から成る 2階建ての構造

を，2社がローカル・サイトのみを水平に展

開する構造を採用していた。

横軸の「配置－調整」については，ローカ

ル・サイトの開発・制作拠点の集約の状態に

注目して，配置-調整の水準を判断した。グロ

ーバル･サイトについては，今回の調査対象企

業の中では，開発・制作拠点の配置-調整に顕

著な差は見られなかった。そのため今回は，

その違いを見る上で，グローバル･サイトの開

発・制作拠点は評価の対象に加えなかった。

事例企業に見るウェブサイトのグローバル・

マネジメント

調査対象企業を見渡すと，5 社はともに，

当初はローカル・サイトを各国・地域の拠点

企業ウェブサイトのグローバル・サイクル
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■図――2

調査対象企業の企業ウェブサイトのグローバル・マネジメント
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（販社，支社等）が独自に並行して開発・制作

するという，多極中心的あるいはマルチ・ド

メスティックなマネジメント体制をとってい

た。このような体制は一般に，現地の言語や

文化に適応化したマーケティング活動を展開

するのに適しているとされる。これらの企業

では，現地での販売情報や商品情報などのコ

ミュニケーションの必要に迫られたことから，

国際的な企業ウェブサイトの開設がスタート

したものと思われる。

しかし近年では，調査対象企業のうち 4社

が，グローバル･サイトを併設したり，ローカ

ル・サイトのルック＆フィールの統一化をは

かったりしている。また，B社とD社のよう

に，インフラとなる共通システム，あるいは

ページ画像や商品情報の共通データベースな

どのプラットフォームを，日本の本社が開

発・制作する企業も現れるようになっている。

一方で，開発・制作活動の集約先を，各

国・地域の拠点の比較優位等を考慮して，複

数拠点に積極的に分散化する動きは，調査対

象企業の中には見られなかった。だがこの複

数拠点で連携しながら開発・制作を分担する

動きは，共通のシステムやデータベースなど

を整えた企業が，開発･制作のスピードや柔軟

性の向上を追求する中で出現する可能性のあ

る動きであり，B社にその萌芽的な動きが見

られる。今後の動向が注目される。

調査対象企業におけるローカル・サイトの

統一化の進め方はさまざまである。B社は共

通プラットフォームを導入することで，「モジ

ュール方式」によるローカル・サイトの標準

化を進めている。A社は「ガイドラインの統

一化」を進めている。ローカル・サイトを統

一化する手法としては，ブランド理念の共有

という，より緩やかな統制も考えられるが，

C社の経験を踏まえると，理念を共有するだ

けでは，解釈が各拠点で分かれてしまい，ル

ック＆フィールの統一に至ることは難しいの

かもしれない。一方D社からは，プロモーシ

ョンの他の要素（TV広告など）の国際的な

統一化（標準化）が進んでいることから，こ

れら要素と連動してローカル・サイトの統一

化が進むことを期待できるとの考えが聞かれ

た。

調査対象企業の全てが，企業ウェブサイト

の国際展開をマルチ・ドメスティックな体制

からスタートしていた。その理由としては，

各国・地域のウェブサイトについては，コミ

ュニケーション方法に国際的な共通性が少な

い，各国・地域拠点の技術的な優劣が顕著で

ない，あるいは集約化に適した国・地域の拠

点が各国･地域の事情に通じていない，といっ

た要因を各企業が考慮したものと思われる。

さらに，同じくローカル・サイトの統一化を

進める企業の中でも，A社とB社を対比する

とわかるように，開発・制作活動の特定拠点

への集約化を進める企業もあれば，そうでは

ない企業もある。このような相違が生じたの

は，ローカル・サイトの統一化の効果には，

規模の経済を通じたコスト削減だけではなく，

一貫したブランド・イメージの構築もあるか

らだと考えられる。後者のみを追求する企業

では，開発・制作活動を特定拠点に集約化す

る必要性は弱くなる。特に，各国・地域拠点

の技術的な優劣が顕著でない場合，あるいは

集約化に適した国・地域の拠点が各国･地域の

ウェブ･コミュニケーションの特性に習熟して

いない場合などには，ブランド構築のみを目

指す企業は，開発・制作活動の集約化は控え
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ることになるだろう。

対照的に､調査対象企業の中には，D社やE

社のように，現地適応化した各国・地域での

ブランド構築を重要視し，国際的に統一化さ

れたブランド構築は重要視していない企業も

ある。このような企業にとっては，国際的な

企業ウェブサイトの標準化（グローバル･サイ

トの開設およびローカル・サイトの統一化）

の必要性は低い。しかし，こうした企業の中

にも，D社のように，コンテンツ・マネジメ

ント・システムなどの開発・制作活動を特定

拠点に集約化する動きが見られる。このよう

な動きが生じるのは，開発･制作活動の集約化

は，ブランド・イメージの統一化にも活用で

きるが，拠点の専門性を高めることで，コス

ト削減やセキュリティ向上にもつなげること

ができるためだと考えられる。

ローカル・サイトの統一化であれ，開発・

制作活動の集約化であれ，ウェブサイトのグ

ローバル･マネジメントの一元化を進める際に，

調査対象企業は，一気に事を進めようとはし

ていない。A社，B社そしてD社は，プロセ

スの第 1段階では，アジア，ヨーロッパとい

った特定の地域で統一化や集約化を進める

「広域アプローチ」を採用している。また，ロ

ーカル・サイトも含めた評価指標の統一化に

ついては，開発・制作活動の集約化を進めて

いる企業が先行する傾向が見られる。

まとめ

以上のように，調査対象企業の企業ウェブ

サイトのグローバル・マネジメントは，当初

はローカル・サイトを各国・地域の拠点が独

立して開発・制作する体制だった。しかし近

年では，「標準化」と「配置-調整」の 2つの

方向でマネジメントの一元化を進める動きが

生じている。この変化については，図－ 2に

示した 2 つのパスを見いだすことができる。

パスを 2 つに分けたのは，一貫したブラン

ド・イメージの構築を重要視する企業と，そ

うではない企業では，グローバル・サイトを

構築する必要性が異なるからである。

標準化については，伝統的に国際マーケテ

ィング研究は，標準化のメリットを挙げる一

方で，全てのマーケティング活動を標準化す

る「純粋な標準化」が可能となる条件が整う

ことは少ないことを指摘してきた。この伝統

的な知見は，ウェブサイトという，物理的に

はグローバル・コミュニケーションの流れを

遮断する障害がきわめて少ない新メディアに

おいても当てはまるのだろうか。本稿の事例

を見るかぎり，やはりウェブサイトにおいて

も，中間的な標準化を実現しようとする動き

がグローバル・マネジメントの主流だといえ

る。すなわち標準化を志向する企業の間に見

られたのは，現地適応化したローカル・サイ

トのルック＆フィールを，ガイドラインなど

を定めることで統一化していく動きや，現地

適応化したローカル・サイトに統一的なグロ

ーバル･サイトを重ねる動きだった。

配置-調整については，ローカル・サイトの

プラットフォームとなるシステムやデータベ

ースを日本の本社で集中的に開発する動きが

見られた。そしてその先には，複数の拠点で

連携しながらローカル・サイト，グローバル･

サイト，およびそれらのコンテンツを分担し

て開発・制作する体制の確立という，配置-調

整に関わるマネジメント上のフロンティアが

広がっている。この新しい体制の確立は，国

際的な企業ウェブサイトの開発･制作における

企業ウェブサイトのグローバル・サイクル
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スピードと柔軟性を向上させるだろう。国際

MCの理論枠組みの中に，調査対象企業の動

向を位置づけてみることで，以上のような 2

つのパスからなる，企業ウェブサイトのグロ

ーバル・マジメントの移行サイクル（グロー

バル・サイクル）を描くことができる。

とはいえ，あらゆる国際企業のウェブサイ

トがこの 2つのパスを前進しているわけでは

ないし，前進するべきでもないはずである。

当該企業のウェブサイトにおけるコミュニケ

ーション方法に国際的な共通性が少ない場合，

あるいは各国・地域拠点の技術的な優劣が顕

著でない場合，そして集約化に適した国・地

域の拠点が各国･地域の事情に通じていない場

合などには，マルチ・ドメスティックな体制

にとどまることの利得が大きくなる。図－ 2

に示した 2つのパスを進むことは，企業にと

って常に合理的なわけではない。企業がウェ

ブサイトのグローバル・マネジメントを高度

化する動きは，一つの最適解に向けて収斂し

ていくのではなく，多様な類型が棲み分ける

生態学的な進化を導くものと考えられる。

注
1）本研究は，財団法人村田学術振興財団，および科

学研究費補助金（基盤B）の助成を受けた。

2）以下本稿では，「企業ウェブサイト」という用語を，

企業，グループ企業，およびその販売代理店等の

提携企業が所有するウェブサイトを指す言葉とし

て使用する。企業情報を提供するサイトを，企業

の個別ブランドや個別商品のサイト，あるいは販

売やプロモーション目的に限定して立ち上げたマ

ーケティング・サイト等から区別するために，「企

業サイト」と呼ぶ場合があるが，本稿における

「企業ウェブサイト」は，このマーケティング・サ

イトと企業サイトを包括する概念である。また，

現在では，ポータルサイトなど企業が所有しない

サイトを活用したプロモーションも盛んに展開さ

れるようになっているが，こうした社外サイトで

のプロモーションやマーケティングは本稿の検討

の対象からは外れる。

3）Zou とCavusgil は，さらに国際・マーケティング

戦略の第 3 のパースペクティブとして，統合

（Integration）という概念を挙げる。しかし，本研

究が課題とする「マーケティングにおける国際的

な企業ウェブサイトのマネジメント」は，マーケ

ティングの全体戦略の中の個別要素機能のマネジ

メントに関わる問題である。一方，Zou と Cavus-

gil が挙げる統合は，全体的な経営資源配分にかか

わるパースペクティブである。そのため，以下の

本研究ではこの統合のパースペクティブは取り上

げない。

4）Zou とCavusgil は，標準化を支える主要な論理と

して，生産とマーケティングにおける規模の経済

と並んで，顧客への国際的に統一的な対応，そし

て優れたアイデアの国際的なスケールでの活用を

挙げている。優れたアイデアの国際的なスケール

での活用は，論理としては，規模の経済と同様の

メカニズムをとらえた概念だと考えられる。そし

て，顧客への国際的に統一的な対応は，MCの文

脈においては，一貫したブランド・イメージの構

築の局面でその効果が典型的に現れると判断した。
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2010年より，法政大学経営学部教授。

岸谷 和広（きしや かずひろ）

1995年 横浜市立大学商学部卒業。

1997年 神戸大学大学院経営学研究科博士前期課程

修了。

2000年 同後期課程修了。博士（商学）。

同年　関西大学商学部専任講師。2003年より，同准

教授。

水越 康介（みずこし こうすけ）

2000年 神戸大学経営学部卒業。

2005年 神戸大学大学院経営学研究科博士後期課程

修了。博士（商学）。

同年 首都大学東京・都市教養学部経営学系研究員を

経て，2007年より，同大学院・社会科学研究科准教

授。
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